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-1ー 耐久消費財に対する消費課税について
1.はじめに
わが国の消費税は、付加価値税 (VAT)タイプの税の一種であり、このタイプの税では、物品お
よぴサーピスの生産・流通の全段階の取引を課税対象とするとともに、それによって発生する税の
重複(すなわち、カスケード)を防止するために前段階税額控除の仕組みが採用されている。そし
て、消費者がその物品またはサーピスを購入することで、こうした VATの一連のプロセスは完了
する。事業者は申告・納付の事務を負担し、消費者が税を負担する。生産と流通のすべてのプロセ
スにおいて、対価に含まれる税の割合は一定である1)。
消費者が購入した物品やサーピスは、多くの場合、消費者の手元で消費されることにより消失す
る。ところが、物品の一部(多くの場合、それらは、耐久消費財である)は、消費者の手元で消失
せず、事業者に中古品として戻ることがある。事業者が購入した中古品は、事業者聞の生産や流通
のプロセスに戻り、その後、再ぴ、消費者に販売されることとなる。このことは、同一の物品が、
再びVATの課税対象となることを意味する。
ここで疑問が生ずる。それは、最初の VAT課税と次の VAT課税との関係である。ポイントは、
消費者から事業者への耐久財の売却の、 VATの仕組みのなかでの位置づけである。 VATの仕組み
からすると、形式的な見方からは、こうした取引は課税対象外である。しかしながら、実質的には、
二重課税(カスケード)が発生するとの見方も可能である。いずれの見方が妥当かは必ずしも明確
ではなく、最初の VAT課税のプロセスと次の VAT課税プロセスの聞にある、消費者から事業者
への物品の売却は、いわば、ブラックボックスの状況にある、と考えられる 2)。
そこで、本稿では、消費者が購入した物品が再ぴ事業者に戻り、次いで、再び、消費者に販売さ
れる場合に焦点を絞り、課税上の問題について検討してみたい。なお、消費者として購入された物
品が再ぴ事業者に戻るような物品のことを、本稿では「耐久財」と称することとする。
本論を先取りすると、耐久財の課税方式としては、次の方法が考えられる。
第一は、消費者から事業者への取引に、 VATの本来の課税原則を適用する。すなわち、課税対象
外の取引であるとして、消費者から耐久財を購入した事業者には税額控除を認めないとするもので
ある。すなわち、特別扱いをしないということである。
第二は、消費者から事業者への耐久財の売却に特例を適用するというものである。特例としては、
マージン課税方式やみなし税額控除方式がある。マージン課税方式は、付加価値税の各種の仕組み
のひとつである「控除法」を用いたものであり、みなし税額控除方式は、事業者間の取引の仕組み
を消費者と事業者との取引にも類推適用しようとするものである。
第三は、耐久財の事業者間取引について、こうした取引を初回も合め非課税とするものである。
事実上、事業者を消費者と同様に扱うこととなる。
第四は、耐久財の事業者間取引について、初回の取引は原則通り課税し、 2回目以降の取引を非
課税とするものである。
1)本稿では、付加価値税タイプの税を iVATJとして表記して議論を進める。わが国の消費税も VATの一例
であるが、わが国の消費税に限定して議論するのではなく、一般化して議論するために「消費税」の文言は原
則として用いないこととする。
2)わが国の帳簿方式では、消費者からの購入も税額控除が認められていることから、こうした問題は表面化し
ない。しかし、インボイス方式へ移行すると表面化する。
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本稿では、まず、問題提起として、 VATの基本的な仕組みと耐久財の課税の関係について考察す
る。
次いで、わが国を含め、各国における耐久財の課税上の取扱いを概観する。
その上で、簡単な事例を用いて、問題点の分析と各種対応策の比較・検討を行う。
最後に、議論の混乱の背景には法律的形式論と経済的実質論の対立があることに言及し、最終的
には、消費課税が対象としている「消費」とは何かを明確にすることで解決の手掛りが得られない
かを論ずることとする。
要するに、耐久財が抱える課題には、前段階税額控除の仕組みにおける連鎖の切断とその修復と
いう合意があり、検討に値すると考えたものである。
2.問題提起
(1) VATの基本的な仕組み
VATの基本的な仕組みは、次の通りであり、物品またはサービスの生産と流通のプロセスを経
て、最後に消費者に売却されることで完了する。すなわち、消費者による消費の代理物(プロキシー)
としての物品またはサーピスの購入(対価の支払い)をもって、 VATの課税にかかる一連のプロセ
スは完了する 3)。
図1は、耐久財Mが生産、流通を通じて消費者に至るまでのプロ七スを示したものである。
各事業者の付加価値は100とし、 VATの税率は10%と仮定する。
途中経過の説明を省略すると、最終段階で、消費者C1は、事業者B3に対して本体価格300に
VAT30を上乗せして耐久財Mの対価を支払う。事業者B3は国庫に30の納税義務を負う。なお、実
際の事業者B3の国庫への納付税額は、事業者B2との取引で負担したVAT20を税額控除した差額
の10である。
100+10 200+20 300+30 
大半の物品やサーピスは、消費者によって購入されることでVATの課税は完了する。レストラ
ンでの飲食、コンサートの鑑賞、文房具など各種日用品の購入などがその例である。プロキシーと
しての購入行為だけでなく、本来の意味での消費も完了する。
3)本来の意味での「消費」は、物品またはサーピスの効用の使用や満足と考えられるが、それを把握して課税
対象とすることは不可能ないしは極めて困難であることから、消費に伴う外形的な事実である物品またはサー
ピスの購入を代理物として課税対象としている。
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(2)消費者による購入後の取扱い
現実を見ると、物品の購入とともに直ちに本来の意味での消費が完了しないモノが多い。例えば、
図書、衣類、電気製品、乗用車、家屋、家具、土地、美術品、骨董品などの購入である。こうした
物品を本稿では、耐久消費財(略して、「耐久財J)と称することとする。
なお、耐久財にも、時間や使用に伴い確実に価値を失っていくものと、時間や使用によっては容
易に価値が低下しないもの(さらには、価値が上昇するもの)がある。前者が大半であるが、後者
に該当するものもあり、代表的なものとして、土地(場合によっては、建物も合めたところで不動
産一般)、美術品、骨董品などがあげられる。
消費者がこうした耐久財を購入した場合、いわば消費のプロキシー(代理物)としての購入にお
いて消費者が負担した VATと、本来の消費との関係はどう考えるべきであろうか。なお、最初に
購入した消費者がその耐久財をその価値が消失するまで所有する場合には、 VATの議論は不要で
ある。さらに、別の消費者に譲渡した場合にも、 VATの議論は不要と考えられる 4)。
問題となるのは、消費者が耐久財を事業者に売却することを通じて、当該耐久財が生産と流通の
プロセスに廃った場合の取扱いである。
最初に思い浮かぶ疑問は、消費者が耐久財の生産と流通のサイクルの最終段階として購入した時
に負担した VATは、当該耐久財の次の生産と流通のサイクルにおいて考慮されるべきか否かであ
るo昔い換えると、消費者が耐久財を購入したものの、最後まで使用せず、途中で事業者に中古品
として売却した場合に、事業者への売却価格に対応する消費は無かったとして、消費の無かった部
分に対応する VATは事業者に転嫁されたと考えるのか、それとも、たとえ、事業者に売却したと
しても、消費者の消費は当初の購入ですべて完了しており、 VATが事業者に転嫁されることはあ
りえないと考えるのか、ということである。この点は、消費者から事業者への売却価格に VATが
含まれていると考え、消費者から耐久財を購入した事業者がVATを転嫁されたと仮定することで、
事業者に税額控除の可能性を認めるか否かという議論につながることになる。いかなる考え方が、
VATの論理として妥当であろうか。
以下、本稿では、こうした点を中心として検討を試みたい。
なお、こうした検討に入る前に、わが国を含め、各国の耐久財の取扱いの現状を見ておくことと
する。
3.耐久財に対する各国の対応
(1)わが国の対応
(1) -1 帳簿方式のもとでの課税
わが国の帳簿方式5)の下では、消費者から耐久財を購入した場合にも、「課税仕入れ」の定義に該
4)理論的には、 VATを二人の消費者で分担していると考えることも可能であるが、課税上は議論をする必要が
ない。
5)本稿ではわが国の仕入れ税額控除の方式を「帳簿方式」と称するが、「請求書等保存方式」とも称される。
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当することを条件として、仕入税額控除が認められている 6)。したがって、耐久財に特有の課税問
題は発生しない。すなわち、消費者からの購入であっても、非課税に該当しない限り、課税仕入れ
として税額控除が認められる。この仕組みは、言い換えると、「みなし税額控除」と称することもで
きる。結果として、消費者からの耐久財の購入価格に対応する消費税額の控除が認められるので、
事業者は再販売価格との差額に対応する消費税を納付すれば足りることになる。
なお、典型的な耐久財である土地については、譲渡および貸付が原則として非課税とされている。
したがって、事業者は、消費者に土地を販売しでも課税されず、また、消費者から土地を購入しで
も税額控除は認められない。
また、もうひとつの典型的な耐久財である建物については、譲渡や貸付は課税であるが、居住用
の建物の家賃が非課税とされている。この点は、住宅所有者と賃借入との聞での消費課税の公平が
問題となる。
(1)ー 2 インボイス制度導入後の課税方式
平成28年度の税法改正によると、導入時期はかなり先であるが、インボイス制度が導入されるこ
とになっている。改正法によると、古物営業者、質屋、宅地建物取引業者など消費者から物品を購
入することを主たる事業としている事業者については、帳簿の記録だけで仕入税額控除が認められ
る。
したがって、いまだ不明確な点はあるが、原則として、消費者からの物品の購入を業とする者に
ついて、従来の帳簿方式で事実上認められていた「みなし税額控除」が、今後も認められることに
なる7l。
(2) 諸外国の対応
(2) -1 総論
わが国以外では、大半の国がインボイス制度を採用しており、そのために、消費者から事業者が
購入した耐久財の取扱いが現実の問題となる。
この問題への対応は、一般に、不動産の取扱いと中古品等の取扱いとに区分して行われている。
(2) -2 EUの取扱い
(2) ー 2-1 不動産
6)消費税法30条l項は、事業者が圏内において行う課税仕入れについて税額控除を認めている。この「課税仕
入れ」については、法2条1項12号の定義によると、他の者が事業として資産の譲渡等を行った場合に課税資
産の譲渡等に該当する場合には、課税仕入れに該当するものとしている。
7)1平成28年度 改正税法のすべてJ821頁-822頁において、古物営業を営む者、質屋を営む者、宅地建物取引
業を営む者、再生資源または再生部品を買い受けるものは、インボイスなしで税額控除が認められるものとさ
れている。
なお、特定の業者以外の一般の事業者が消費者から中古品を購入した場合には、経済的な意味で課税の重複
が発生する可能性がある。
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VAT指令は、第9編(非課税)の135条で、土地および建物の譲渡や貸付については、ホテルな
どの短期的な利用を除き、これらを非課税とすべきものとしつつ、 137条において、加盟国に対して、
これらを課税対象とする選択肢を採用するととを認めている。各加盟国の取扱いは多様で、あり、本
稿では、その内容に立ち入らないこととするヘ
(2) ー 2-2 中古品等
VAT指令によると、第12編(特別措置)において、中古品等を対象として、マージン制度 (margin
scheme)の特例を適用すべきものとしている。
マージン制度が適用されるのは、中古品 (second-handgoods)、芸術作品 (worksof art)、収集品
(collectors' ietms)または骨とう品 (antiques) とされている。また、マージン制度が適用される
ディーラーの課税標準はマージン利益 (profitmargin)であり、マージン利益は、物品の購入価格と
売却価格との差額とされている (VAT指令315条)。なお、デイ」ラーが発行するインボイスに
VATの税額を記載することは認められていない (VAT指令325条)0
(2) -3 EU以外の国の対応
カナダとオーストラリアは、中古品の購入について「みなし税額控除」を採用している 9)。不動
産については複雑な方式が採用されている10)。
(3 )小括
現行の各国の税制を参考とすると、消費の対象となった耐久財が再び、事業者に戻った場合の取扱
いとしては、以下の方法が考えられる。
第一は、消費者への最初の取引を含めて「非課税」とするものである。土地を含めた不動産の取
扱いがその典型である。この場合、関連経費に含まれる VATの税額控除が認められず、税負担と
カスケードが発生することから、非課税に特有の問題が発生する。なお、ゼロ税率を採用すれば、
こうした問題は解決する。
第二は、消費者への最初の取引は課税とし、その後に事業者が関与した取引には「マージン課税」
の特例を適用するものである。中古品の取扱いが典型である。売買差額を課税対象とするものであ
り、これも、現行の VATの仕組みからすると特例措置となる。なお、当該取引が最初の取引か中
古品取引かの区分は、中古品のデイーラ}による取引か否かで区別する方法が取られる。
第三は、消費者への最初の取引は課税するとともに、消費者からの事業者の購入に対して、事業
者間取引に認められている制度を類推適用して、「みなし税額控除Jを認めるものである。
以上の通り、 VATの基本的な仕組みからすると、いずれも例外的な取扱いとなる。では、なぜ、
生産および流通において適用されている VATの基本的ルールを消費過程に入った耐久物にそのま
8) EU V A T Compass 201512016の647頁-653頁に、各加盟国の取扱いの概要が掲載されている。
9) Alan Schenk， Victor Thuronyi， and Wei Cui 'Value Added Tax A Comparative Approach second edition 
(Cambridge 2015)、pp.179-182
10) Alan前掲注9pp .408-440 
Robert F. van Brederode "lmmovable Property under V A T A Comparative Global Analysis" pp .1-27 
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ま適用しないのであろうか。言いかえると、インボイスの発行のない購入に税額控除を認めないと
加何なる問題が発生するのであろうか11)。
次章では、とうした疑問について、単純な課税モデルを用いて、中立性や効率性などの視点から
問題点を分析・検討してみたい。
4.論点の分析と検討
(1) 総論
本章では、消費者が購入した耐久財を事業者に売却し、次いで、事業者が当該耐久財を消費者に
売却した場合の問題点を取り上げる。そこでの中心的な論点は、 VATの課税は消費者による購入
で完了するか、という点である。
VATの課税サイクルは、事業間で生産と流通の段階を経て、最終的に消費者に販売されること
で完了する。最終消費者がVATを負担し、事業者は受け取った VATを国庫に納付する。
ところで、消費者が耐久財の購入において負担した VATは、消費者が当該耐久財を中古品とし
て事業者に売却した場合において、どのような位置付けになるのであろうか。
ここでは、次の二つの考え方があると思われる。
第一は、消費者がVAT込みで耐久財を購入した段階で、 VATの課税プロセスは完了したものと
することであるO その後に、当該商品が事業者に戻り、 VATの生産と流通のプロセスが再開され
たとしても、それは新たな VATの生産と流通のプロセスの開始で、あって、当初の消費者が負担し
たVATとは関係がないとする。このように考えると、課税関係は明確である。しかし、結果とし
て、重複課税(カスケード)に類似した状況が発生するO
第ニは、消費段階に入った後も、生産と流通の段階での税の重複防止の考え方を類推適用するこ
とである。すなわち、生産と流通の段階で適用されている前段階税額控除の仕組みを消費の段階に
入った後も適用することである。ただし、そのままで適用することはできないので、特例的な方式
として、例えば、後述の「マージン課税」ゃ「みなし税額控除」の方式を採用することとなる12)。
なお、土地については、現在、非課税とされているが、非課税とすることが有する VATの仕組み
の上での問題点を明確にしておく必要があるO
11)なお、サービスについては、ここでは考慮しないこととする。また、リースや賃貸については、煩雑さを避
けるために、簡単な検討に止めることとしたい。
また、一つのモノが事業目的と消費目的の双方に利用される場合、あるいは、使用途中での利用目的が変更
される場合について検討する必要がある。これは、租税回避の問題とも関連する。この点も、今回の検討では、
取り上げないこととする。
12)以上のように、ごつの考え方があると思われるが、わが国では、従来、どのように考えられてきたのか必ず
しも明白ではない。むしろ、問題として意識されて来なかったと思われる。何故なら、わが国では、帳簿方式
が採用されており、考慮する必要がなかったものと考えられるからである。ただし、今後、わが国もインボイ
ス方式に移行することになれば、検討の必要が出てくる。
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(2) 論点の整理
(2) -1 耐久財の分類
ここでは、耐久物を次の二種類に分類して検討する。
第一は、時間の経過や使用によって確実に価値が減少していくものであり、衣類、家具、住宅、
電気製品、自動車、書籍などがあげられる。
第:は、時間の経過や使用によって簡単には価値が減少しないものであり(価値が増加すること
もありうる)、土地、美術品、骨董品などが挙げられる。なお、建物も極めて丈夫な造りのものは、
この分類に含められる。
(2) -2 課税、非課税、免税
耐久財の課税上の取扱いとしては以下の三つの方式が考えられる。
第一は、耐久財の売却を原則通りの課税とすることである。これは、 VATの基本原則に従うも
のである。したがって、消費者による耐久財の売上げは課税対象外であり、事業者は購入した耐久
財について税額控除は認められない。
第二は、耐久財の売却を非課税とすることである。なお、初回を含めてすべての取引を非課税と
するか、 2回目以降を非課税とするか、と選択肢がある。わが国では、士地が初闘を合めですべて
の取引が非課税とされている。ただし、土地はもともと自然に存在していたものであり、初回取引
というものを想定できるか、という疑問がある。
第三は、耐久財の売却を免税(ゼロ税率)とすることである。ただし、耐久財に限り優遇措置を
適用する理由はなく、免税という選択肢は考えられない13)。
(2) ー 3 消費者から事業者への耐久財の売却の課税上の意味
消費者が購入した耐久財を他の消費者に売却する取引については、本来であれば、 VATの課税
対象とする必要はない。消費者に納税義務を課し、あるいは、税額控除の権利を付与するというこ
とは、 VATの基本原則に反する14)。
消費者が事業者に耐久財を売却した場合には、その耐久物は、再び、生産の流通のプロセスに戻
ることになる。この段階で、供給者たる消費者に納税義務がないことは明らかであるが、購入者で
ある事業者に税額控除の権利が認められるか、という疑問が生ずる。 VATの仕組みからすれば、
供給者である消費者は納税をしていないので、購入者である事業者に税額控除は認められない。
しかしながら、その消費者は当初の購入時に VATを負担しているので、経済的な観点から考慮
すると、消費者が当初の購入時に負担した VATについて、事業者に税額控除を認めてもよいので
はないか、という議論が可能かもしれない。すなわち、消費者が購入時に負担した VATの一部(消
費がなかったと推測される部分に対応する VAT)を事業者に転嫁したと考えるのである。こうし
たVATの連続性を基礎とした考察は、一部の文献に見ることができる15)。
13)本稿では、住宅対策のような政策的な観点からの検討は行わないこととする。
14)ただし、土地あるいは建物といった不動産に限定すると、これら資産の特殊性から非課税とすることが合理
的で妥当が結果を生み出すのであれば、例外として認める選択肢はありうる。
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上記の問題の延長として、消費者から耐久物を購入した事業者がその耐久物をさらに他の消費者
に転売した場合、当該他の消費者から受け取る対価は再びVATの課税対象となる。この対価は、
最初の消費者からの購入価格に事業者の付加価値(仲介サーピス)を加算したものである。この対
価の全体が課税対象となると、重複課税(カスケード)が発生していると見ることが可能である。
すなわち、最初の消費者がVATの負担をしているにも関わらず、同一の付加価値について、他の
消費者が再びVATを負担することになるのではないか、という疑問である。
ただし、最初の消費者が負担した VATのうち事業者に転売した部分に対応する VATは事業者
に転嫁され、転売価格の範聞で最初の消費者の税負担は消失しているとの見方を取ると、二人の消
費者でVATのカスケードは存在しないことになる。
ここでの基本的な論点は、当初の消費者により VATを課された耐久財が、中間に介在する事業
者を挟んで次の消費者により購入された場合において、そこで賦課される VATは、当初の消饗者
が負担した VATと関連があるのか、それとも関連は無いのか。換言すると、当初消費者の負担し
たVATの延長か、それとも、全く新たな VATなのか、ということである。後者とすれば、当初の
消費者の負担した VATを考慮する必要はない。当初の VATを引き継ぎ、関連しているものと考
えると、当初の消費者のVATの負担と次の消費者の VATの負担を総合的に考慮することが必要
となる。
以上の議論を踏まえると、耐久財の消費に対する VATの負担は、一回限りなのか、それとも、二
回以上に及ぶことがあるのか、そして、工回以上の課税がVAT課税の趣皆からして許容されるの
か否かが論点となる。これは、耐久物の消費をどう考えるか、という問題と関連する。要するに、
耐久財は、事業者の介在を経て、二回以上消費者に売却されることがあるが、耐久財であっても二
回以上のVAT課税は認められないのか(事業者間取引でのカスケードと同様に、消費者段階での
カスケードとして防止されるべきものか)、それとも、耐久財の場合には二回以上の VAT課税が認
められるのか(事業者間のカスケードとは本質的に異なるものであり、消費者段階での二回以上の
課税は認められるのか)、すなわち、ある耐久財が事業者を介して消費者に二回以上供給されたとし
て、それぞれが別個の消費であるとして、その都度、税負担を求めてよいのか、ということである。
換言すると、耐久財の消費は一度に限られるのではなく、二度以上の消費が可能であり、課税が二
回以上となったとしても二重課税(カスケード)の問題を考慮する必要はないのか、という疑問で
ある。この点は、消費者から事業者に耐久物が譲渡された場合の課税上の取扱い(税額控除の可否)
の問題と連動する。もし、税額控除を認めるとすると、消費者からの購入にはインボイスは発行さ
れないので、税額控除を認めることは特例となる16)。
以下、耐久財を価値が時間や使用とともに確実に減少していくものと時間や使用によっても容易
には減少しないものに分けて、簡単な設例を設けて、更に検討する。
(3 ) 設例による検討
(3) -1 価値が確実に減少するもの(一般的な耐久財)
15) Alan前掲注9Schenk p .180. Robert前掲注10p.2 
16)わが国の帳簿方式では、この問題は生じない。
-9ー 耐久消費財に対する消費課税について
(3) -1-1 事業者間取引と消費者への売却
ここで、一般的な VATの取引連鎖と課税の関係を図2として掲げる。
刷。ノ戸4入
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税率は、以下の事例も含めすべて10%と仮定する。
事業者B2は、事業者B1から耐久財M を本体価格400およびVAT40で購入し、これを消費者Cl
に本体価格500およぴVAT50で販売する。
事業者B2は、消費者C1から受け取った VAT50(納税義務の50)と事業者B1に支払った VAT40
(税額控除の40)との差額10を国庫に納付する。事業者mと事業者B2に税負担はない。
消費者C1は本体価格500およびVAT50の合計550で耐久財Mを購入する。
消費者C1が耐久財Mを廃棄まで使用すれば、形式的にも、実質的にも、 VATの課税は完了する。
すなわち-、消寮者C1が耐久財Mを完全に消費し、かつ、 VATを負担することとなる。
(3) -1-2 耐久財の消費者から消費者への売却
|事業者B1官在|消費者C1官|慨叫
550 220 
次に、図3として、消費者C1が対価550で購入した耐久財を使用の途中で他の消費者に売却する
というケ}スを検討する。例えば、その耐久財の耐周年数が5年であって、消費者C1が3年間使用
した後に220で消費者C2に転売したとする17)。
消費者C1の消費者C2へ220での転売は何を意味するのであろうか。耐久財Mの対価550は、消
費者C1が330と消費者C2が220で耐久財Mの負担を分け合った結果となっている。この場合、第
一に、消費者Dから受け取った220のうち20は、消費者Cが消費しなかった部分200に対応する
VATであり、それは消費者C2に転嫁された、と考えることができる。しかし、こうした VATの
転嫁はあくまでも観念的なものに留まる。したがって、第二に、事業者Blに支払った550の対価の
17)なお、 220という数字に「税込み」の意味はなく、計算を容易にするために過ぎない。この数値を200として
も、問題はない。
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一部として220を消費者C2から回収しただけと考えることとも可能である。いずれにせよ、国庫と
の聞での申告など実際の課税問題は生じない。
( 3 )ー 1-3 耐久財の消費者から事業者への売却
図4
| 国庫 | 
5V Ia' (10) 
|事業者B1I:~ tA.MjVI I消費者C1世|一
500+50 220 (200+20) 300+30 (10) 
次に、図4の通り、事業者B2が消費者C1から耐久財を220で購入し、さらに、事業者B2がこれを
消費者C2に330で転売した場合を検討する。
今回は、消費者C1からの購入について事業者B2に税額控除が認められるか、という疑問が発生
する。消費者C1はVATの納税義務者ではないことから、形式的には事業者B2の税額控除はあり
えない。しかし、実質的な税負担を考慮すると疑問は残る。
また、次の取引としての消費者C2に対する販売は、どう考えるべきであろうか。課税標準は売却
額の300なのか、それとも、差額の100なのか、が疑問となる o この点は、消費者からの購入にかか
る税額控除の可否の問題と関連する。
ここで、当初の購入において消費者が負担したVAT50のうちの20を事業者への売却に際して事
業者に転嫁していないと考えると、事業者B2が消費者C2への販売の本体価格300は、耐久財Mの
購入にかかる200と事業者B2の仲介サービスの対価としての100の合計額と考えることができる。
このように考えると、 300のうちの200に対する課税は重複課税(カスケード)であり対応の必要
があるとの議論が可能となる。国庫に入る税額を確認しておくと、まず、事業者B1が50の納税をし
ている。そして、事業者B2の納税額は、消費者C1からの購入についてVAT20の税額控除を認める
と10となるが、こうした税額控除を認めないと30となる。
耐久財Mに係る付加価値は全体で600であり、同ーの付加価値にはl回のみの課税であるとの立
場を取ると、納付されるべき VATは10となる。
ただし、消費者からの購入に税額控除を認めるには特例措置が必要である18)
他方、当初の購入において消費者が負担したVAT50は本体価格に組み込まれて消費されたので
あり、再び、税として税額控除の対象となることはない、と考えることもできる。上記の事例で、
消費者C1が事業者B2に200で売却したと仮定した場合、事業者は税額控除の認められない物品を
購入したに過ぎない。控除対象とならない購入物200に、自己の付加価値100を加算し、さらに、
VAT30を加算して消費者に売却したことになる。
18)わが国の帳簿方式は、結果として、インボイスが発行されたのと同ー の効果を持つ。
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このことを図5で示す。
図5
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500+50 200 300+30 
全体としてみると、納付された税額は80となっており、付加価値の合計600の実効税率は10%を超
えることになる。
(3) -1-4 非課税(初聞を含めて非課税)
職者~竺消費者ClI ~/!，J!t~1-
500 200 300 
図6は、耐久財Mの取引をすべて非課税とした場合を示したものである。外音問、らの購入や外
注工事などアウトソーシングがないことを前提とすると、 VATの負担を考慮することなく、取引
が進行する。
事業者B1による消費者C1への耐久財の本体価格500の売却と事業者B2の仲介サ}ピス100は、
いずれも VATの負担はないこととなる。
次に、以上の例を修正し、図7として、アウトソーシングのある事例を想定する。すなわち、事
業者が他の事業者から課税仕入れをしている場合を検討する。例えば、不動産開発業者である事業
者B1およびB2が、それぞれ、工事業者の B3に400およびB4に50の工事を発注していると仮定する。
この場合には、非課税のもつ性質を反映して、アウトソ}シングの金額に対応する VATが国庫に
納付されることとなる。
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この事例では、事業者B1から事業者B4までの本体価格(付加価傭)の合計額は600(B1の100+ 
B2の50+B3の400+B4の50)である。そして、消費者C1の所有期間における価値下落は300である。
消費者C1の税負担は40、消費者C2の税負担額は5となる。これは、国庫の収入額の合計と一致す
る。
(3 )ー 1-5 非課税 (2回目以降の取ヲIを非課税)
図8
労|国庫 | 
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図8は、初回の取引は課税対象とし、 2回目以降の取引を非課税としたものである。
この事例では、耐久財の最初の生産と流通に係る付加価値500は課税されるが、 2回目の取引に係
る事業者B2の仲介サービスに対応する付加価値100には税負担がないこととなる。
(3 )ー 2 価値が容易には低下しないもの(価格が上昇した場合を想定)
(3) -2-1 最初の消費者による購入
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図9は、耐久財の価格が上昇するケースを示したものである。
事業者B2は、事業者B1から耐久財M を本体価格400とVAT40の合計440で購入し、これを消費
者C1に本体価格500とVAT50の合計550で売却する。
事業者B2は、消費者C1から受け取ったVAT50と、事業者B1に支払ったVAT40との差額10を国
庫に納付する。事業者B1と事業者B2に税負担はない。
消費者C1は本体価格500とVAT50の合計550で耐久財Mを購入する。
消費者C1が耐久財Mを廃棄まで使用すれば、 VATの課税は完了する。
すなわち、消費者C1が耐久財Mを完全に消費し、 VATも負担したことになるO
(3) -2-2 2回目以降の購入
(3 )一 2-2-1 耐久財の消費者から消費者への売却
図10
l-Bl I :tRM~1 消費者CITl 開C2 I 
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図10は、耐久財の価格が上昇するケースで、消費者が別の消費者に転売する事例を示したもので
ある。
消費者C1の所有期間中に耐久財Mの価格が500から600に上昇したとする。
消費者C1と消費者C2の課税はどう考えるべきであろうか19)。
VAT課税の観点からすると、購入時に本体価格500であったものが所有期間中に本体600に価格
が上がっているにもかかわらず、値上り益10に対応する VAT10の課税が行われていない、と見る
こと治宝できる20)。
19)消費者C1において発生した所有期間中における値上り益は、転売時点で所得税の譲渡所得を構成する。
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しかしながら、消費者聞の取引に VATを課すのは、現行の VATのシステムを前提とすると現
実的ではない21)。
(3 )ー 2-2-1 耐久財の消費者から事業者への売却
図1
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図11は、消費者C1から事業者B2に耐久財が660で売却された事例を示している。
事業者B2から消費者C2への転売の本体価格は、購入価格660に仲介サーピスの対価100を加算し
たものである。事業者Eが国庫に納付すべき税額は幾らとなるであろうか。なお、消費者C2への
売却価格を770と仮定し、 770を本体価格と VATに区分するとした場合、 VATはどれだけとなるで
あろうか。 10、20、それもと70であろうか22)。
いくつかの仮定を設けて検討する。
第一に、事業者B2が消費者C1から660で購入した耐久財に60のVATが含まれていると仮定す
る。この場合には、売上に係る VAT70から60の税額控除を行うことが認められ、納税額は10とな
る23)。
実質的な付加価値が全体では700(消費者C2への売却価格のうちの本体部分)であると仮定する
と、 10の納税では全体としての税負担は10%未満となり、税負担は過少となる。ただし、消費者が
保有中の値上り部分は VATの課税対象である付加価値には該当しないと考えると、付加価値は全
体で600(事業者B1の付加価値に事業者B2の付加価値を加えたもの)であり、 10の納税で税率10%
は維持され、この方式に合理性を見い出すことができる。
第二に、事業者B2にマージン課税スキームが適用になると仮定すると、事業者B2はマージン100
に対応する VATlOを納税することになる。なお、消費者への税の転嫁がどれだ、けかは不明確であ
る。
第三に、消費者C1から事業者B2への耐久財の売却について、 VATの本来の原則をそのまま適用
し、事業者B2には税額控除の権利はないと仮定する。この場合には、事業者B2の納付すべき税額
20) VATの負担を考慮すると、値上益は50とみることも可能である。
21)ただし、妥当性の問題はあるが、土地や建物など所有に登録が義務付けられているものについては、課税す
ることは可能かもしれない。
2)本体価格と VATを明確に区分しないで売却される可能性が高いのではないかと思われる。したがって、上
乗せされた VATの金額を考慮すべきないかもしれない。
23)ただし、インボイスの発行がない、という問題は残る。
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は70となる。この場合には、全体としての税負担は120となり、実質的に税負担割合は10%を超える
こととなる。ただし、消費者C1と消費者C2のこっの消費を別個のものと考えれば、税負担の割合
はあくまでも10%で維持されている。ただし、消費は全体としてーっと考えると、重複課税(カス
ケード)が発生していることになる。
第四に、事業者B2の納税すべき税額を、消費者C2への宛却にかかる VAT70から消費者C1が事
業者B1に支払った50を控除した差額の20であると仮定する。この場合には、全体の税負担は事業
者B1の50と事業者B2の20の合計70であり、この70は本体価格700の10%に相当する刻。
(3) -2-3 非課税(初回取引を含めすべて非課税)
|時B2 lññt;M~1 消費者 ClI ;"'M~I 事業者 B2 世!消費者C2
500 600 700 
耐久財Mのすべての取引が非課税とすると、図12の通りで、 VATが存在していないのと同じ状
況となる。ただし、この事例は、当該耐久財以外の物品やサーピスの購入がないケース(例えば、
外注工事などアウトソ}シングがないこと)を前提としている。
アウトソーシングがないと、耐久財Mは税負担がないことになる。
次に、以上の例を修正し、図13で、アウトソ}シングのある事例を想定する。すなわち、事業者
が他の事業者から課税仕入れをしている場合を検討する。例えば、不動産開発業者である事業者
B1およびB2が、それぞれ、事業者のB3に400およびB4に50の工事を発注していると仮定する。こ
の場合には、アウトソーシングの金額に対応する VATが国庸に納付される。これは、 VATの非課
税に伴う現象である。
l事業者B3 1_4与| 国庫 lム|事業者B4
吋↑ ω0+40 T-l↑50十5
|職者Bl |竺|消費者ClI~ 関B2|世|消費者 C2
540 640 745 
この事例では、事業者B1から事業者B4までの本体価格の合計額は600(B1の100+B2の50+B3 
の400+B4の50)、そして、消費者C1の保有期間中における商品Mの価値上昇は100である。消費
24)ただし、事業者B2は、消費者Clが耐久財を購入した時点で負担した VATの金額を把握する必要があり、執
行には困難が予想される。
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?
?
者C1の税負担は40、消費者C2の税負担額は5(745-740)となる。これは、国庫の収入額の合計と
一致する。
(3) -2-4 非課税 (2回目以降の取引を非課税)
/ 国庫 | 
|職者Bl I 
500+50 
図14
600 
図14は、 2回目以降の取引を非課税としたものである。
700 
消費者C1の当初の購入価格500はVATの課税対象となるが、事業者Eの仲介サービスたる付加
価値100およぴ消費者C1の所有期間の価格の上昇に対応する部分は、いずれも税負担がないことと
なる。
(4 ) 特殊な耐久財としての不動産
(4) -1 不動産の取扱い
消費者が購入したあとも価値が下落せず、かつ、取引が繰り返されるもので、経済的にも極めて
重要なものとして、土地や建物などの不動産が存在する。
不動産は、居住、事業あるいは投資の目的で用いられる。目的は重複していることがあり、また、
途中で所有目的が変更されることもある。また、不動産を長期間の借入れを行うことで、居住や事
業の目的を達成することもある。
そして、政策上の重要な課題として、居住用不動産の税負担の軽減の要請が存在する。
本稿は、不動産の政策上の問題について議論するのではなく、消費者が不動産を耐久財のひとつ
として購入した場合の VATの仕組みに関連した問題として触れることとする25)。
すなわち、長期間にわたって価値が減価しない耐久財で、かっ、消費者と事業者の聞を何度も行
き来するものとしての不動産について、 VATの仕組みの観点から検討する。
(4) ー 2 土地の取扱い
不動産のなかでも、土地は特別なものと考えられる。土地について、 VATの取扱いにおいて特
別扱いが必要となる理由について検討してみたい。
土地は、誰かが造ったものではない。自然に存在していたものを、人聞が利用できるように手を
加えたものである。
25)なお、不動産に係る取引については、わが国を例にとると、固定資産税などの資産保有に係る税や、不動産
取得税など取得に係る税、あるいは、登録免許税など消費税以外の税の対象になっている。
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土地の価格は、自然状態での土地の価格と、事業用、居住用あるいは投資用として利用するため
に投入されたサービスの価格の合計から成り立っている。
土地は、消費課税の観点から、!二つに区分することが可能である。
ひとつには、自然状態のままの土地 (rawland)であり、これは、海、山、川、水、空気等の自然
界に存在するものの一部である(自然物としての土地)。こうした自然の土地については、取引はあ
るとしても、課税対象外と考えられる。
ふたつには、居住用、事業用、あるいは投資用での利用可能なものとなるように事業者が開発し、
造成したこと地(商品としての土地)である。
土地の価格とは、以上のような、課税対象外である自然の土地とこれを利用可能とするための課
税対象たるサーピス部分とが融合されたものであり、こうした観点から、土地を非課税とすること
には理由がある、と思われる26)。
また、土地は、居住、事業および投資の目的で所有される。居住目的で利用される場合には、政
策的に優遇されるのが一般的である。しかし、複数の目的で利用されたり、途中で、利用目的が変
わることもある。かっ、その利用可能な期間に制限がない。したがって、居住目的での取引に限定
して税負担を軽減することは困難である。
さらに、 VATの仕組みからは、事業者と消費者との聞を耐久財が何度も行き来すると、税負担が
累積する。
以上の事情を考慮すると、土地の取引について、その使用目的を考慮することなく、一律に非課
税とすることは現実的な選択肢と考えられる27)。
(4 )ー 3 建物
耐久財としての建物の取引の場合には、生産と流通により付加価値が付加され、それが消費過程
に入ると、時間はかかるにしても、その全てが消費されることになる。
途中に事業者が関与した場合には、そこに、仲介サーピスが加わるが、そのサービスも、消費者
への建物の販売により、消費者により消費されることになる。
建物の価格の低下は、時間の経過に伴う減耗とともに、住居や事務所としての使用の結果である。
したがって、建物の場合には、他の耐久財と異なる取扱いをすべき根拠は必ずしも強くないと思わ
れる。
建物の場合にも、土地と同様、政策目的から居住用建物に限定して優遇措置を適用することが要
請されるとしても、建物の利用にも居住、事業、投資の目的が存在し、居住目的のものだけを取り
出して、特別の取扱いを適用することは困難である。
したがって、土地と異なり、建物の取引を VATの課税原則にしたがって課税対象とすることに
は合理性があると考えられる。
26)金融取引が非課税とされていることとの聞に類似性がみられる。
27)美術品や骨とう品についても、土地と類似した側面があり、非課税とする選択肢が考えられるが、土地の場
合と異なり、特に優遇すべき理由は見当たらない。また、経済的な重要性も小さい。
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(5 ) 小括
(5) -1 これまでの議論への疑問
消費者がVAT込みで購入した耐久財が事業者に戻った場合において、消費者が当初負担した
VATが再ぴ税額控除の対象となる VATとして考慮する必要があるのであろうかお)。消費者が事
業者に耐久財を転売した場合に、転売価格には VATが含まれており、その VATを事業者に転嫁
した、というものはかなり技巧的な論調であるように思われる。
むしろ、一度、消費者により購入された場合には、その段階で負担した VATは本体価格のなか
に溶け込んでしまう、と考えることはできないのであろうか。当初の購入価格の低下(転売価格の
低下)に比例して本来の消費が発生していると考えるは妥当であろうか。逆に、値上りした場合に
は消費はないと考えるのは妥当であろうか。むしろ、消費者の購入の段階で消費者が負担した
VATは消失し、そして、事業者に転売された段階で、改めて、 VATの課税が始まると考えること
は出来ないのであろうか制。
また、マージン課税の理論は技巧的であるが、それでも、事業者の付加価値を算出してこれに課
税するものであり、一定の合理性があるように思われる。これに対して、みなし税額控除の仕組み
は、想定する事例にもよるが、合理性に欠けるように思われる。
また、見方を変えると、消費に対する課税という観点からは、ぞれが新品であるか中古品である
かに関わらず、その本体価格に相当する価値を消費したと考えることも可能でないか。
したがって、事業者が消費者から購入したものの価格に推測で VATを合まれていると想定し、
みなし税額控除を認めるのは合理性がない(そもそも、 VATを負担していなかった可能性もあ
る。)。単なる、中古品を扱う事業者に対する優遇策に過ぎないと考えることができる。また、マー
ジン課税もそうである。あくまでも、事業者が消費者に販売した価格が売上に係る VATの課税標
準であり、それに対応する購入には事業者が税額控除できる VATはない、と考えるのが、 VATの
仕組みからして論理的ではないか。
消費段階に入った場合には、生産・流通段階で考慮した VATのカスケードの排除は考癒する必
要はないと考えることができる。
(5) -2 モデルを用いた再検討
これまで検討してきたモデルは以下の図15の通りである。
図15
|事業者Bl 時叫消費者Cl戸叫事業者B2問問消費者C21
I<E一一一 モ一一一L---__ ---'I<E一一一 | | 
550 220 330 
28)こうした考え方は、余りにも技巧的で観念論に過ぎるのはないか。そもそも、特に、美術品や骨董品を考え
ると、当該物品が本当に税を負担していたのか、どれだけ負担していたのかは容易に確認できない。
29)中古品を消費者が100万で購入した場合に、その消費は100万円の消費であり、新品の100万円の消費と区別す
る理由が不明である。すなわち、事業者にみなし税額控除を認める根拠が薄弱である。
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これまでの分析では、消費者C1から事業者B2への対価を220と想定しているが、このことが誤解
あるいは誤った先入観を生み出している。消費者が耐久財を他人に売却する際に過去の VATを転
嫁することはないと考えるべきであろう O そうすると、むしろ、この数字を単純に200としたほうが、
誤解を避けることができる。
図16は、こうした新たな見方を取り入れたものである。
図16
550 200 
事業者B2の付加価値を100と仮定する。
1 国庫 1 
納税 30(10、14)
凪ム持JY.II消費者C2I 
d一一一 | | 
そのうえで、事業者B2が消費者C2への耐久財Mの売却に対する課税の方式として、次の三つの
方式を想定する30)。
第一に、 VATの原則的な課税方式を適用するもので、消費者からの購入には税額控除を認めな
いとするものであるO 消費者C2には本体価格300と税率10%のVAT30を上乗せした330で売却し、
国庫には30を納税する。
第二は、特例を適用するものであり、そのひとつがマージン課税方式である。事業者B2はマージ
ンとしての100が課税対象となるので、消費者C2には税として10を上乗せして310で売却し、国庫に
は10を納税する31)。
特例としての二つ目は、みなし税額控除の方式である。消費者C2には本体価格300で、それに税
率10%のVAT30を上乗せして売却し、国庫には、みなし税額控除の金額16(200 x 10/110キ16)を
控除した差額の14を納税する。
特例のうち、みなし税額控除方式は、インボイスのない購入に税額控除を認めるものであり、
VAT制度としての合理性が失われる可能性がある。さらには、消費者Aへの転売を予定せずに、自
己使用の目的で事業者が消費者から購入した耐久品についてもみなし税額控除を認めるのか、と
いった疑問が生ずる32)。
特例のうち、マージン方式は、消費者にとっては税負担の軽減となる。しかしながら、物品の消
費という観点から新品と中古品を比較すると、価格が同一であれば消費価値は同一であり、中古品
だけが税負担の軽減の対象とされる理由が不明である。なお、事業者の立場からすると、本体価格
30)なお、当該耐久品が非課税であれば、特段の問題は発生しない。また、中古品について非課税あるいはゼロ
税率とすることについては、そうした取扱いとする根拠がないように思われる。
31)この場合、取引価格を本体価格と VATの区分表示は不要とすべきであろう。顧客が利ザヤを知ることにな
るからである。
32)租税回避の余地を生み出す。
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と税を分離して VATの金額を記載すると、事業者の中間利ザヤを取引先に知られてしまうことに
なる。したがって、マージン方式を採用した場合に、インボイスに VATの金額の明記を求めるこ
とは困難であろう O 結局は、本体価格と税を区分せず、総額で取引するほかないであろう O
第三の方式として、消費者から事業者への取引に伴って発生する問題を回避するために、耐久財
の課税を非課税とすることが考えられるO この方式には、すべての段階の取引を非課税とするもの
と、最初の取引は課税とし、 2回目以降の取引を非課税とする方式があるO 非課税の適用は、 VAT
の本来の趣旨からすると好ましくない。
(5) ー 3 小括
不動産や美術品等を含む中古品の VATの取扱いとしての非課税、マージン課税、そしてみなし
税額控除は、いずれも、 VATの基本原則からすると、例外的なものである。インボイス原則の排除
がその一例であるO
ただし、それらが現実に認められているという事実は何を意味するのであろうか。
それは、 VATの謀税における基本原則に基づいた法律的形式論とは異なる次元で、経済的実質
論が背景にあり、その妥当性を根拠づけている、ということであろう。中古品も VATの課税対象
たる物品の一種であり、法律論としては、特別扱いをする理由がない。しかしながら、原則に従っ
て課税すると、同一の物品が二度課税されることから、重複課税(カスケード)が発生しているよ
うにも見える。そこで、税負担軽減のための措置が導入されているということであろう。しかしな
がら、あくまでも、経済的観点からの議論であるために、不明確さは排除できず、そこに、不公正
あるいは租税回避が入り込む余地がある。
マージン課税方式は、いわば、 VATの仕組みのなかで、付加価値を取り出して課税するものであ
り、前段階税額控除方式の VATの中では、いわば、「木に竹を接ぐ」ものであって、矛盾が発生す
る。
また、みなし税額控除方式は、存在が不明確な税を一定の方法で算出して控除するものであり(す
なわち、実際に納税が行われたか否かを確認することなく税額控除を認めるものであり)、 VATの
合理的な仕組みからすると、まさに、特例である。
これら二つの方式には、さらに、消費者の所有期間中の値上り部分に課税が及ばないという問題
がある。
以上二つの方式のほか、耐久財を非課税とする方法があるが、これには非課税に伴う固有の問題
が発生する。
したがって、耐久財に対する各種の特例措置や非課税の適用は、厳密な法律論としては疑問があ
り、 VATの税負担あるいは課税関係を不明瞭にするものであるが、それにも関わらず、経済実質的
な観点から軽減措置が講じられている、と理解すべきであろう。
以上のことから、不動産や美術品等を含む中古品の VATの取扱いとしての非課税、マージン課
税、そして、みなし税額控除は、あくまでも例外であって、仮に導入するにしても、不公正な結果
を生じさせないように、制度設計に当たっては十分な留意が必要であると考えるO
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5 法律的形式論と経済的実質論の対比
(5) -1 これまでの議論の概観
以上の通り、耐久財の課税問題を巡る議論は、着地点が見えず、迷走しがちであった。その主要
な原因であるが、法律的形式論からの見方と経済的実質論からの見方の二つが存在し、水と油の関
係のような関係のままで、十分に整理されることなく議論されてきたことによるのではないかと考
えられる。そこでごっの見方を明確に対比させることにより、議論が整理されるのはないか。
本章では、こうした考えに基づいて、二つの立場を明確に対立させることで議論を進めてみた
V~33)。
(2) 法律的形式論と経済的実質論の対比による議論の整理
(2) -1 概要
耐久財(中古品)に対する消費課税の分野には、法律的形式論と経済的実質論の対立の場として
の側面がある。
耐久財の大半は、消費者が購入したあと、時間の経過や使用に伴い確実に価値を低下させていく。
これに対して、耐久財でも、一部のもの、典型的には、土地、建物、美術品、骨とう品などであ
るが、時間の経過や使用にも拘わらず、価値は低下せず、むしろ、価値を維持し、価値を高める場
合もある。
法律的形式論は、 VATの仕組みに関する基本的な原則をそのまま耐久財(中古品)にも適用しよ
うとするものである。事業者間の取引で発生する税の重複のみを前段階税額控除の方法で排除す
る。結果として、実質的に見た場合に、税負担の重複を招くことがある。
経済的実質論は、耐久財が消費者により消費される段階に入ってからも、実質的な税負担を考蔵
して、税の重複を回避しようとするものである。ただし、重複課税の回避の方法には決定的なもの
がなく、常に妥当な結果をもたらすわけではない。
なお、不動産取引の場合には、居住用不動産について、住宅政策の観点から税負担軽減の要請が
加わるために、政策的判断に基づいた取扱いとなる傾向がある。本稿では、不動産についても、通
常の耐久財の一種として扱うこととし、住宅政策などの政策的問題は議論しないこととする。
3)耐久財への課税問題について、法律家の感覚からのアプローチが Robert前掲注9p.3において紹介されて
いる。
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(2) -2 価値が確実に低下する耐久財の場合
法律的形式論による課税
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図17は、法律的形式論をベースとした図解であるO
事業者B1が消費者C1に耐久財を本体価格500とVAT50の合計550で売却し、次いで、消費者C1
が事業者B2に200で売却し、最後に、事業者B2が消費者C2に本体価格300とVAT30の合計330で売
却すると想定する。
法律的形式論に従うと、事業者B1が50を国庫に納付し、次いで、事業者B2が30を国庫に納付す
ることから、耐久財に係る税負担の合計は80となる。
経済的実質論による課税
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図18は、経済的実質論をベースとした図解である。
実質的な事業者による付加価値の総額は600(事業者B1の500と事業者B2の100を合計)である。
そして、消費者C1の消費は300(購入価格は500であるが、 200の消費はなかったものとする)であ
り、消費者C2の消費は300(耐久財の消費は200で、それに、事業者B2の仲介サービス100が加わる)
であり、二人の消費の合計は600となる。したがって、税負担は60が望ましいと考える。
事業者B2には20の計算上の税額控除が認めることで、納税額は10となり、全体での納税額は60と
なる。 20の計算上の税額掠除の根拠としては、消費者C1に20の納税があり、その納税分を控除する
ものである O 他方、消費者C1の20の納税は、 20の計算上の税額控除と相殺されるので、消費者C1
による実際の納税は不要である。
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(2) -3 価値が増加する耐久財の場合
法律的形式論による課税
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図19は、法律的形式論をペースとしたものである。
事業者B1が消費者C1に耐久財を本体価格500とVAT50の合計550で売却し、次いで、消費者C1
が事業者B2に600で売却し、最後に、事業者B2が消費者C2に本体価格700とVAT70の合計770で売
却する、という事例である。
法律的形式論に従うと、全体としての税負担は、事業者B1の50と事業者B2の70の合計で120とな
る。
経済的実質論による課税
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図20は経済的実質論をベースとしたものである。
実質的な事業者による付加価値の総額は600(事業者B1の500と事業者B2の100を合計)である。
しかしながら、値上りする耐久財の場合において、消費者C1の消費はどう考えるべきであろうか。
消費者C1の消費を、耐久財の使用期間における価格低下相当額であると仮定すると、消費はマイ
ナスの100となる (500-600 = -100)。さらに、 C2の所有期間中に価格の低下は生じないと仮定と
すると、全体でも消費はない(逆にマイナス)ということとなる。
他方で、消費者の支払額が消費であると考えると、 C1の消費は500であり、 C2の消費は700である
ことから、消費は合計で1200となる。
さらに、消費者C1の所有期間中における値上り100も消費に含まれると仮定すると、全体として
の消費は1300となる。したがって、全体としての税負担は120または130が望ましいことになる。
ところが、事業者B2には60の計算上の税額控除が認められることから、納税額は10となり、全体
での納税額は60となる。税負担は過少となる。
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なお、計算上の税額控除60の根拠としては、消費者C1に60の納税があり、その納税分を控除する
ということである。他方、消費者C1の60の納税は、 60の計算上の税額控除と相殺されるので、消費
者C1による実際の納税は不要となる。
しかし、この計算には矛盾がある34)。消費者C1を見ると、価格の低下の金額をもって消費と仮定
すると、消費はなかったことになるからである。
以上のとおり、経済的実質論は、通常の耐久財の場合には妥当な結論が得られるが、時間の経過
とともに価格が下落しない耐久財の場合には、妥当な結論が得られない。
なお、法律的形式論では、経済実質的にみて税負担が大きくなるという問題がある。
(2) -4 法律的形式論からみた課税対象としての「消費」
これは、事業者による売上高をもって課税対象としての「消費Jとするものである。ただし、前
段階税額控除の仕組みが働くことから、最終的には、消費者による耐久財の購入価格が課税対象と
なる。
耐久財が転売された場合には、再び、新たな消費者による購入価格が課税対象となる。
以上のことについて「消費」と結びつけて考えると、消費者による購入行為がそのまま消費者の
「消費」として課税対象となっていること見ることが出来る。したがって、同一の耐久財であっても、
消費者による購入がある毎に、購入金額に見合った「消費」があることになる。同一の耐久財であっ
ても、複数の消費者が購入し使用すれば、別個独立の「消費」があると考えることになる。
(2) -5 実質的経済論からみた、課税対象としての「消費」
経済的実質論に基づいて耐久財の課税を考える場合には、実質的な課税対象としての「消費」を
考察することが必要となる。そして、同一の耐久財について複数の消費者が購入し使用しでも、全
体としてひとつの「消費」を想定することになる。
まず、消費者による耐久財の価格が低下することをもって「消費Jと捉えることについては、通
常の耐久財であれば、この考え方は有効であろう。価格の低下の途中で転売された場合には、耐久
財の「消費」に対する課税を複数の消費者で分担した、と考えることが出来る。
しかしながら、価格の低下しない(さらには、価格が上昇する)耐久財の場合には、この考え方
によると、「消費」はいつまでも発生せず、課税は不可となる。
(2) -6 解決に向けて
以上の通り、耐久財の消費課税に明快な結論を出すことは困難である。なぜなら、複数の消費者
が消費をした耐久財の VAT課税を考える場合において、消費者ごとに課税対象としての消費があ
り、それぞれの消費が独立して課税されると考えるのか、それとも、消費者が複数となった場合に
も課税対象としても消費は単一であり、これに VATが課税されると考えるかで議論が分かれるか
らである。
いずれにせよ、適切な解決策が見当たらないのは明白で、セカンドベストとしての妥協案に頼ら
ざるをえない。妥協案としては、次のものが考えられる。
その 1:全ての取引を非課税とする。
34)ただし、値上りする必需品に消費はないと考えるのであれば、矛盾はない。
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その2:初回の取引のみを課税し、 2回目以降は非課税とする。
その3:初回の取引は課税とし、 2回目以降はマージン課税を適用する35)。
その4:すべての取引にマージン課税を適用する。
その 1は、事実上、耐久財の消費に対する課税を放棄するものである。ただし、外部からの購入
に係る税が本体価格に含まれることになる。これを防止するには、ゼロ税率を適用することが必要
である。ただし、こうした優遇措置を適用する根拠が存在しない。
その2は、初回の取引を課税することから優遇措置であるとの批判は回避できる。ただし、個々
の取引が初回か否かの判断が必要となり、その判断は必ずしも容易ではないであろう。
その3は、優遇措置であるとの批判は回避できるであろう。
その4は、初回取引かそれとも 2回目以降の取引かの判断を回避したものである。
なお、いず、れの方式を取っても、消費者の所有期間における値上り部分には課税は及ばないこと
になる。こうした値上り益はそもそも消費課税の対象か、という疑問に直面する。
(2) -7 小括
耐久財の課税について、すべての場合に適用可能な合理的で整合性のある解決策を見い出すこと
は困難である。
価格が使用や時間の経過とともに低下せず時には上昇することもある耐久財の場合には、マ}ジ
ン課税方式が現実的な解決策となろう O ただし、この方式では、消費者が負担する税額よりも事業
者が実際に納付する税額が少ないという状況が発生する36)。そして、 2回目以降の取引に限りマー
ジン課税を適用するのが理論的には妥当であるとしても、初回の取引か2回目以降の取引かを区分
することが実際上困難である場合も予想され、その場合には、 1回目の取引か2回目以降の取引か
を問わずにマージン課税を適用するのが妥当であろう。
他方、価格が使用や時間の経過とともに低下する耐久財の場合には、租税回避や不正の機会を封
じるためにも、法律的形式論に基づき、厳格に課税することが妥当であろう。複数の消費者による
消費を一体として捉える経済的実質論からすると、税負担が過大となる可能性があるとしても、取
引毎に価格が下蕗していくことから、実質的な重視課税(カスケード)による影響は相対的に小さ
いと考えられるからである。
6.おわりに
本稿では、 VATの仕組みにおいて不動産や中古品などの耐久財が消費段階に入った後に、再び
生産と流通プロセスに戻った場合に発生する問題点を検討し、議論の整理を試みた。
そこでは、消費者が耐久財を購入した後の VATの課税はどうなるのか、そもそも、消費に対す
る課税とは何か、といった基本的な問題が現れた。
VATの仕組みの基本は課税の中立性にあり、経済活動を歪めないことが重要で、ある。具体的に
は、生産・流通のプロセスでカスケードを発生させないこと、事業者の税負担はゼロとすることで
35)収支差額に対する課税と同様の結果となる。すなわち、「みなし税額控除Jとは同ー の結果となる。
36)そもそも、本体価格と VATを明確に区分することが困難という問題に直面するであろう。
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ある。生産・流通プロセスが終了し、最終消費者が物品またはサーピスを購入することでVATの
課税サイクルは完結する。問題は、消費者が購入したのが耐久財であって、それが、事業者に売却
され、再ぴVATの生産・流通という課税サイクルに戻る場合の考え方と課税方式である。そこで
の中心的論点は、消費者が事業者から耐久財を購入した際に負担した VATが、当該耐久財が消費
者から事業者に売却された段階で、税額控除の対象として復活するか否かである。
本稿では、こうした点を中心として検討を行った。
検討の結果、消費者が購入した耐久財が再び事業者に戻った場合の取扱いを議論する場合には、
法律的形式論と経済的実質論とのこつの立場からの議論が可能であり、かっ、ひとつの立場からだ
けでは満足のいく結論が得られないことが議論を迷走させていると考えられた。さらに、これら二
つの立場の違いの背後には、 VATが課税しようとしている「消費」が何かを明らかにすることが必
要であり、ここでは、「消寮」を消費者単位でとらえるか、それとも、耐久財単位でとらえるか、と
いう論点ないしテーマが存在することが明確になった。
法律的形式論の立場からは、同一の耐久財であっても、消費者が異なるごとに新たな課税対象と
しても消費が存在すると考える。この場合には、重複課税(カスケード)は問題として認識されな
い。経済的実質論の立場では、同一の耐久財であれば、消費者が複数に及んでも、課税対象となる
消費はひとつだけと考えることになる。この場合には、重複課税の排除が重要な課題となる。これ
ら二つのいずれの立場をとっても、合理的で、整合性のある取扱いを実現することは困難である37)。
本稿での検討により、耐久財に関する議論の問題点がいくらか整理されたと考えるが、十分に納
得のいく結論を導くことは難しい、というのが正直な印象である。耐久財については、合理的で整
合性のある課税方式を導くことは困難であり、現実的対応策としてセカンドベストの方式を採用せ
ざるをえないということになるお)。今後、一層の研究が必要と考える。
37) VATはこうした問題を合理的に解決する仕組みを用意しておらず、したがって、 VATの基本的な仕組みを
尊重しつつも、できるだけ不合理な結果を招かないような工夫をするほかないのではないか、と考えられる。
他方で、 VATのシステムにおいて、それが簡素であることの重要性を考慮すると、例外的で複雑な制度は極
力さけるべきである。結局は、両者のバランスの問題となる。
38)なお、不動産の取扱いについては、居住用不動産の課税のあり方など特殊な課題が存在するので、本稿では
単に耐久財の一種として取り上げるにとどめた。不動産に対する消費課税に関する本格的な議論は他の機会に
譲ることとしたい。
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